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重 要 事 項 説 明 書 

                       

当施設は介護保険の指定を受けています 

（熊本県指定 第４３７０４００３５２号） 

 

あなたに対する居宅サービス提供開始にあたり、厚生省令第 37 号第 125 条に基づいて、当事

業者があなたに説明すべき事項は次のとおりです。 

＊当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」・「要介護」と認定された方が

対象となります。要介護認定をまだ受けてない方でもサービスの利用は可能です。 

 

１ ご利用施設 

施設の名称 白寿園短期入所事業所 

施設の所在地 熊本県荒尾市一部字鴻巣２１２２番地 

事業者の名称 社会福祉法人 杏風会 

代表者名 理事長 鴻江 和洋 

管理者名 施設長 鴻江 圭子 

電話番号 ０９６８－６８－０１７６ 

ファクシミリ番号 ０９６８－６８－７３５５ 

 

２ 事業の目的 

事業の目的 社会福祉法人杏風会が設置する特別養護老人ホーム白寿園が実施

する短期入所生活介護事業は、居宅要介護者等（以下「利用者」と

いう。）の心身の状況により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、

出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担

の軽減等を図るために、一時的に居宅において日常生活を営むのに

支障がある者を対象に、短期入所生活介護サービスを提供すること

を目的としています。 

 

３ 当事業所の運営方針 

運営方針 短期入所生活介護事業を実施するにあたっては、利用者の人権を

尊重し、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行うものとします。 

相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、短期

入所生活介護計画を作成し、利用者の機能訓練及び利用者が日常

生活を営む上で必要な援助を行うものとします。 
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４ 施設の概要（介護老人福祉施設と共用） 

 

（１）建物 

建物 構造 鉄骨鉄筋平屋建て（一部２階建て耐火建築） 

延べ床面積 3866,11 ㎡（約 1,169 坪） 

利用定員 １８名 

   

 

(２) 居室 

居室の種類 居室数  

２人部屋 1 室 

４人部屋 4 室 

合 計 5 室 

 

＊ 居室の空き状況、利用者の心身の状態等で居室を決定します。利用者の心身の状態等で利

用中居室の変更する場合があります。 

 

 

 

５ その他主な設備（介護老人福祉施設と共用） 

設備の種類 室  数 備   考 

食 堂 ３ 室 ホ－ル・各棟ダイニング 

調理・配膳室 １ 室 管理棟 

機能訓練室 １ 室 多目的ホール 

一般浴室（個浴１） １ 室 木棟浴室 

特殊浴室(特殊浴槽１、リ

フト付浴槽 2) 

2 室 花棟浴室・木棟・新棟 

医務室 2 室 管理棟 

静養室 2 室 レストル－ム 

相談室（カウンセリング） 2 室 管理棟 

談話室・談話コ－ナ－ 各棟に設置 廊下等のスペ－ス活用 

仏 間 1 室 訓練室内 

      ＊上記は、厚生労働省が定める基準により、指定短期入所生活介護事業所に必置

が義務づけられている施設・設備です。 
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６ 職員体制（介護老人福祉施設と共用） 

                              令和 6 年 10 月 1 日 現在 

従業者の職種 員数 

区分 
常勤換

算後の

人員 

事業者の指定基準 

 

 

常勤 非常勤 

専従 兼務 専
従 

兼務 

施設長 １  １   0.5  

生活相談員 4 2 2   1.8 1以上 

介護支援専門員 5 １ 

 

4   1.4 １以上 

介護職員 

（夜間専門職員＋ 

スポット） 

57 

(14) 
40 4 13 

(14) 

 

58.3 

 

 

27以上 

（介護福祉士６

０％以上） 
看護職員 

（ショートステイ 

常勤） 

7 6 

（１） 

 １  

機能訓練指導員 3 3    3.0 1以上 

管理栄養士 2 1 1   1.8 1以上 

事務員 ６ １ 2 3  4.7 必要数  

用務、洗濯、清掃 10 6  4  9.2 必要数  

    ※介護・看護職員の指定基準については、介護老人福祉施設と短期入所生活介の 

利用者数を合算した利用者数により算出されます。 

＜主な職種の勤務体制＞ 

職 種 勤  務  体  制 休 暇 

施設長 ・日 勤（８：１５～１７：４５）           

 

 

 

 

４週 

１６０時間 

 

生活相談員 ・日 勤（８：１５～１７：４５） 

介護職員 ・早出１（ ６：３０～１６：００）・・平均 3 名 

・早出２（ ７：３０～１７：００）・・平均 3 名 

・日 勤（ ８：１５～１７：４５）・平均１0 名 

・遅 出（ ９：３０～１９：００）・・平均７名 

・早々出（ ６：００～１０：００）   １名 

・遅々出（１８：００～２２：００）   １名 

・夜 勤１（１７：００～ ９：００） 

・スポット（１７：００～２０：３０） 

夜間においては夜勤者6人とスポット２人で勤務し

ます。 

看護職員 ・早 出（ ７：４５～１７：１５） 

・日 勤（ ８：１５～１７：４５） 

・遅 出（ ９：３０～１９：００） 

機能訓練指導員 ・日 勤（８：１５～１７：４５） 

介護支援専門員 ・日 勤（８：１５～１７：４５） 
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管理栄養士 ・日 勤（８：１５～１７：４５） 

配置医師 ・毎週月・水曜日 10：00～  

７ 営業日およびご利用の予約 

営業日  年中無休 

ご予約の方法 
 ご利用の予約は、利用を希望される期間の初日の２か月前から受 

け付けております。 

 

８ 施設サービスの概要 

（１）介護保険給付サービス 

種 類 内   容 利用料 

食事の介助 

・管理栄養士の立てる献立表により、栄 

養と利用者の身体状況に配慮したバラ 

エテｲ豊かな食事を提供します。 

（食事時間） 

  朝食 ８：００頃～ 

  昼食 １２：００頃～ 

  夕食 １８：００頃～ 

介護報酬の告示の額（た

だし、法定代理受領の場

合は居宅介護（支援）サ

ービス基準額の１割（２

割・３割）相当、法定代

理受領でない場合は、居

宅介護（支援）サービス

基準額相当額です。） 

 

 

排泄の介助 ・利用者の状況に応じて適切な排泄介助 

を行うとともに、排泄の自立について 

も適切な援助を行います。 

・プライバシーの保護や環境づくりに配 

慮します。 

入浴の介助 ・週２回程度の入浴または清拭を行いま 

す。 

・寝たままの状態で座位のとれない方は 

機械を用いての入浴も可能です。一人 

浴槽の利用も身体状況により可能で 

す。 

着替え整容等の

介助 

・毎日着替えを起床時及び就寝時に行い 

ます。寝たきり防止のため、できる限 

り離床に配慮します。 

・毎日口腔ケアを行ないます。又個人と 

しての尊厳に配慮し、適切な整容が行 

われるよう援助します。 

・シーツ交換は入所時に行い週１回は交 

換します。（随時交換も実施します。） 

機能訓練 ・機能訓練指導員による利用者の状況に 

適合した機能訓練を行い、生活機能の 

維持・改善に努めます。 
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健康管理 ・配置医師及び看護師により、健康管理 

に努めます。また、緊急等必要な場合 

は協力医療機関等に責任をもって引 

き継ぎます。 

（当施設の配置医師） 

氏名：鴻江 和洋 内科（新生翠病院） 

 

 

厚生労働省「医政発第 0726005 号」に基づき、患者の状態

が以下の３条件を満たしていることを医師、歯科医師又は

看護職員が確認し、事前の本人又は家族の具体的な依頼に

基づき、医師の処方を受け、あらかじめ薬袋等により患者

ごとに区分し授与された医薬品について、医師又は歯科医

師の処方及び薬剤師の服薬指導の上、看護職員の保健指

導・助言を遵守した医薬品の使用については、これらの免

許を有しない者による医療品の使用の介助ができます。 

① 患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定し

ていること。 

② 副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看 

護職員による連続的な容態の経過観察が必要である場

合ではないこと。 

③ 内服薬については誤嚥の可能性、座薬については肛門か

らの出血の可能性など、当該医薬品の使用の方法そのも

のについて専門的な配慮が必要な場合ではないこと。 

相談・苦情援助 ・当施設は、利用者及び、そのご家族か 

らの相談について誠意をもって応じ可 

能な限り必要な援助を行うよう努力い 

たします。 

送迎 ・身体状況等一定の基準に該当する方で、 

ご自分で来所が困難な方は、リフト付 

きの送迎車で入退所の送迎を行いま 

す。通常の実施地域（荒尾市） 

                                                                                      

９ 短期入所生活介護＜サービス利用料金（１日あたり）＞  

下記の利用料金によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付 

額を除いた金額（自己負担）をお支払い下さい。（サービス利用料金は、利用者の要介護度に 

応じて異なります。） 

（１）基本介護サービス 令和 6 年 8 月 1 日以降 現在 

利用者の要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護度４ 要介護度５ 

１．サービス利用料金 ６,０３０円 ６，７２０円 ７，４５０円 ８，１５０円 ８，８４０円 

２．うち介護保険から給付

される金額 

５，４２７円 ６，０４８円 

 

 

６，７０５円 ７，３３５円 ７，９５６円 
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３．サービス利用に係る 

自己負担額（１－２） 

（２割負担） 

６０３円 

 
 

（１,２０６円） 

６７２円 

 
 

（１,３４４円） 

７４５円 

 
 

（１,４９０円） 

 ８１５円 

 
 

（１,６３０円） 

８８４円 

 
 

（１,７６８円） 

４．居室に係る自己負担額

（負担限度額認定の制度が

あります） 

９１５円 ９１５円 ９１５円 ９１５円 ９１５円 

５．食事に係る自己負担額

（負担限度額認定の制度が

あります） 

１，４４５円 １，４４５円 １，４４５円 １，４４５円 １，４４５円 

６．自己負担額合計 

１日（３＋４＋５） 

（２割負担） 

２,９６３円 

 
 

（３,５６６円） 

３,０３２円 

 
 

（３,７０４円） 

３，１０５円 

 

 
（３,８５０円） 

３，１７５円 

 

 
（３,９９０円） 

３，２４４円 

 

 
（４,１２８円） 

＊食事に係る自己負担額は、朝食（３１０円）、昼食（６００円）、夕食（５３５円）は保険外 

負担となります。 

＊（注）食事と居室に係る自己負担について、負担限度額認定を受けている場合は認定証に記 

載してある負担限度額とします。 

＊食材費が高くなる行事食（正月料理、クリスマス、忘年会料理、敬老祝い膳、うなぎ定食、 

バーベキュー、バイキング等・・年７回程度）においては、追加料金として６００円をご負 

担いただきます。 

なお、上記のサービス利用料金には次の項目＜加算＞が含まれます。 

＜機能訓練体制加算＞（１２０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は１２円】 

＜個別機能訓練加算＞（５６０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は５６円】 

・機能訓練指導員（看護師等）1 名以上配置した場合 

＜夜勤職員配置加算＞（１５０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は１５円】  

・夜勤を行う介護職員又は看護職の数が、規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に 

一を加えた数以上である。また、夜勤時間帯を通じて、看護職員又は介護福祉士であって、 

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第一条各号にあげる行為のうちいずれかの行為に係る 

実地研修を終了している者、特定登録者であって介護保険法等の一部を改正する法律附則第 

十三条第五項に規定する特定登録証の交付を受けている者、新特定登録者であって介護保険 

法等の一部を改正する法律附則第十三条第十一項において準用する同条第五項に規定する 

新特定登録証の交付を受けている者、社会福祉士及び介護福祉士法附則第三条第一項に規定 

する認定特定行為業務従事者を１人以上配置している事 

＜サービス提供体制強化加算(Ⅰ)＞（２２０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は２２ 

円】・介護福祉士が８０％以上配置されていること 

＜看護体制加算（Ⅲ）イ＞（１２０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は１２円】 

・常勤の看護師を 1 名以上配置した場合 

＜看護体制加算（Ⅳ）イ＞（２３０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は２３円】 

・看護職員を常勤換算方法で入所者数が２５またはその端数を増すごとに１名以上配置 
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し、当該事業所の看護職員、または病院の看護職員との連携により、２４時間の連絡体制 

を確保した場合。 

 

＜介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）＞（算定した利用料１４％に相当する単位数） 

・厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとし 

て都道府県知事に届け出をしている場合。 

 

＜生産性向上推進体制加算（Ⅱ）＞（１００円／月）＞【介護保険適用時の自己負担額は１０

円】 ・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の開催や 必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づ

いた改善活動を継続的に行っていること。見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入して

いること。 １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンライ

ンによる提出）を行った場合。 

 

その他の加算（該当される利用者の方のみ） 

＜送迎をした場合＞ 

片道１回あたり（１，８４０円／回）【介護保険適用時の自己負担１割の額は１８４円】 

 

＜療養食加算＞（８０円／回）【介護保険適用時の自己負担１割の額は８円】 

・医師の食事せんに基づく療養食を提供した場合加算されます。（糖尿病食、腎臓病食、胃潰瘍 

食、高脂血症食、貧血食、肝臓病食、すい臓病食、痛風食および特別な場合の検査食をいい 

ます。） 医師による食事せんがない場合、療養食をお出しすることが出来ません。但し、当 

施設の配置医師が食事せんをお書きする場合は本人の検査データが必要となります。 

＜認知症行動・心理症状緊急対応加算＞（２０００円／日＜開始日から 7 日を限度＞） 

【介護保険適用時の自己負担１割の額は２００円】 

・医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に利用 

することが適当であると判断し、その日又は翌日までに利用された場合加算されます。 

※認知症行動心理症状とは認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の 

症状を指します 

 

＜若年性認知症利用者受け入れ加算＞（１２００円／日）【介護保険適用時の自己負担１割の額

は１２０円】 ・受け入れた際個別に担当者を定め、利用者の特性やニーズに応じたサービ

ス提供を行なった場合加算されます。※若年性認知症とは１８歳から６４歳までに認知症を

発症された方のことです。 

 ＜緊急短期入所受入加算＞（９００円／日）【介護保険適用時の自己負担１割の額は９０円】 

・利用者の状態や家族等の事情により、介護支援専門員が緊急に短期入所生活介護を受けるこ 
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とが必要と認めた物に対し、居宅サービス計画に位置付けられていない短期入所生活介護を 

緊急に行った場合。・緊急短期入所受入加算として短期入所生活介護を行った日から起算して

７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４

日）を限度として算定可能。 

 

＜口腔連携強化加算＞（５００円／１回）【介護保険適用時の自己負担１割の額は５０円】 

・口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介

護 支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、１月に１回に限り所定単位数

が加算されます。 

＜看取り連携体制加算＞（６４０円／日）【介護保険適用時の自己負担１割の額は６４円】 

※ 死亡日及び死亡日以前 30 日以下について７日を限度とする 

・短期入所生活介護について、看取り期の利用者に対するサービス提供体制の強化を図る観点

から、レスパイト機能 を果たしつつ、看護職員の体制確保や対応方針を定め、看取り期の利

用者に対してサービス提供を行った場合に加算されます。 

 

＊介護保険の限度日数を超えた場合は、全額自己負担となります。 

＊医療費等が発生した場合は、自己負担にてお支払いいただきます。 

＊利用料金・費用は、月末ごとに計算し、翌月の１０日以降にご請求しますので、翌月１１日 

から３０日までにお支払下さい。 

支払方法 

窓口での現金による支払い。 

銀行よりの自動引き落とし。最寄の銀行より手数料は個人負担でお願い致します。 

 

＊ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお 

支払いいただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保 

険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還 

払いとなります。 

＊介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を 

変更します。 
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９－② 介護予防短期入所生活介護＜サービス利用料金（１日あたり）＞  

 下記の利用料金によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付 

額を除いた金額（自己負担）をお支払い下さい。（サービス利用料金は、利用者の要介護度に 

応じて異なります。） 

（１）基本介護サービス  令和 6 年 4 月 1 日以降 現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊食事に係る自己負担額は、朝食（３１０円）、昼食（６００円）、夕食（５３５円）の 

お食事は保険外負担となります。 

（注）食事と居室に係る自己負担について、負担限度額認定を受けている場合は認定証に記載 

してある負担限度額とします。 

食材費が高くなる行事食（正月料理、クリスマス、忘年会料理、敬老祝い膳、うなぎ定食、

バーベキュー、バイキング等・・年７回程度）においては、追加料金として６００円をご負

担いただきます。 

なお、前記の金額には以下の項目＜加算＞が含まれます。 

＜機能訓練体制加算＞（１２０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は１２円】 

＜個別機能訓練加算＞（５６０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は５６円】 

機能訓練指導員（看護師）１名以上配置した場合 

＜サービス提供体制強化加算(Ⅰ)＞（２２０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は２２円】 

介護福祉士が８０％以上配置されていること 

＜介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）（令和６年６月より上記☆加算を統合）＞（算定した利用料１

４％に相当する単位数） 

・厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとし 

て都道府県知事に届け出をしている場合。 

 

＜生産性向上推進体制加算（Ⅱ）＞（１００円／月）＞【介護保険適用時の自己負担額は１０

円】 ・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の開催や 必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づ

利用者の要介護度  要支援１  要支援２ 

１．サービス利用料金 ４，５１０円 ５，６１０円 

２．うち介護保険から給付される金額 ４，０５９円 ５，０４９円 

３．サービス利用に係る自己負担額 

（１－２） （２割負担） 

４５１円 
（９０２円） 

 ５６１円 
（１,１２２円） 

４．居室に係る自己負担額 

（負担限度額認定の制度あります） 
９１５円 ９１５円 

５．食事に係る自己負担額 

（負担限度額認定の制度あります） 
１，４４５円 １，４４５円 

６．自己負担額合計（１日） 

      （２割負担） 

２，８１１円 
（３,２６２円） 

２，９２１円 
（３,４８２円） 
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いた改善活動を継続的に行っていること。見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入して

いること。 １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンライ

ンによる提出）を行った場合。 

その他の加算＜該当される方利用者のみ＞ 

＜送迎をした場合＞片道１回あたり（１，８４０円／回）【介護保険適用時の自己負担額は 

１８４円】 

＜療養食加算＞（８０円／回）【介護保険適用時の自己負担額は８円】 

医師の食事せんに基づく療養食を提供した場合加算されます。（糖尿病食、腎臓病食、胃潰瘍

食、高脂血症食、貧血食、肝臓病食、すい臓病食、痛風食および特別な場合の検査食をいい

ます。） 医師による食事せんがない場合、療養食をお出しすることが出来ません。但し、当

施設の配置医師が食事せんをお書きする場合は本人の検査データが必要となります。 

＊＜認知症行動・心理症状緊急対応加算＞（２０００円／日＜開始日から 7 日を限度＞） 

【介護保険適用時の自己負担額は２００円】 

・医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に利用 

することが適当であると判断し、その日又は翌日までに利用された場合加算されます。 

※認知症行動心理症状とは認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の 

症状を指します。 

＊＜若年性認知症利用者受け入れ加算＞（１２００円／日）【介護保険適用時の自己負担額は 

１２０円】・受け入れた際個別に担当者を定め、利用者の特性やニーズに応じたサービス提供

を行なった場合加算されます。※若年性認知症とは１８歳から６４歳までに認知症を発症さ

れた方のことです。 

 ＜緊急短期入所受入加算＞（９００円／日）【介護保険適用時の自己負担額は９０円】 

・利用者の状態や家族等の事情により、介護支援専門員が緊急に短期入所生活介護を受けるこ 

とが必要と認めた物に対し、居宅サービス計画に位置付けられていない短期入所生活介護を 

緊急に行った場合。 

・緊急短期入所受入加算として短期入所生活介護を行った日から起算して７日（利用者の日常 

 生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４日）を限度として算 

定可能。 

＜口腔連携強化加算＞（５００円／１回）【介護保険適用時の自己負担額は５０円】 

・口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介

護 支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、１月に１回に限り所定単位数

が加算されます。 

＜看取り連携体制加算＞（６４０円／日）【介護保険適用時の自己負担額は６４円】※死亡日及

び死亡日以前 30 日以下について、７日を限度 

・短期入所生活介護について、看取り期の利用者に対するサービス提供体制の強化を図る観
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点から、レスパイト機能 を果たしつつ、看護職員の体制確保や対応方針を定め、看取り期

の利用者に対してサービス提供を行った場合に加算されます 

＊医療費等が発生した場合は、自己負担にてお支払いいただきます。 

＊利用料金・費用は、月末ごとに計算し、翌月の１０日以降にご請求しますので、翌月１１日 

から３０日までにお支払下さい。 

 

支払方法 

窓口での現金による支払い。 

銀行よりの自動引き落とし。最寄の銀行より手数料は個人負担でお願い致します。 

 

＊ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお 

支払いいただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保 

険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還 

払いとなります。 

＊介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を 

変更します。 

＊（注）居室と食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記

載している負担限度額とします。 

 

(注１)短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護の滞在費・食費の負担限度額 

世帯全員が市町村民税非課税の方（市町村民税世帯非課税者）や生活保護を受けておられる方

の場合は、ショートステイの滞在費・食費の負担が軽減されます。 

対象者 区分 滞在費 

（１日） 

食費 

（１日） 

生活保護受給者 利用負担 

１段階 

 

０円 

 

３００円 世帯全員が市町村

民税非課税世帯 

 

老齢福祉年金受給者 

課税年収額と合計所 

得金額の合計が８０ 

万円以下の方 

 
利用負担 

２段階 

 

４３０円 

 

６００円 

利用者負担第２段階 

以外の方（課税年収が 

８０万円超１２０万円 

 以下の方など） 

 

 
利用負担 

３段階① 

 

 

４３０円 

 

 

１０００円 

利用者負担第２段階 

以外の方（課税年収が 

１２０万円超の方など） 

 

 

利用負担 

３段階② 

 

 

４３０円 

 

 

１３００円 

上記以外の方 利用負担 

４段階 
 

９１５円 

 

１，４４５円 
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以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

①サービスの概要と利用料金 

理容・美容  利用料金：実費 

②レクリェーション、クラブ活動 

ご契約者の希望によりレクリェーションやクラブ活動に参加していただくことができます。 

利用料金：材料代等の実費、園外レク等にかかる交通費等の実費をいただきます。 

 

③日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等ご契約者の日常生活に要する費用でご契約者に負担いただくことが適

当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

＊おむつ代は介護保険給付対象となっていますのでご負担の必要はありません。 

居室に家電製品を持込むことに対して５０W以下の家電製品の持込に対しては、 

１日１０円の持ち込み料をいただきます。尚５１Ｗ以上の家電製品につきましては、消費電力

によって検討させていただきます。 

経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがありま

す。その場合事前に変更の内容と変更する事由についてご説明します。 

 

④利用の中止、変更、追加 

＊利用予定期間の前に、ご契約者の都合により、短期入所生活介護サービスの利用を中止又は 

変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービスの 

実施日前日までに事業者に申し出てください。 

＊利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取 

消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。但しご契約者の体調不良等正当 

な事由がある場合は、この限りではありません。 

 

利用予定日の前日午後５時までに申し出があ

った場合 

無料 

利用予定日の当日午前８時３０分までに申し

出があった場合 

利用料金の５% 

利用予定日の当日午前８時３０分までに申し

出がなかった場合 

利用料金の１０% 

サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼動状況により契約者の希望する期間

にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

ご契約者がサービスを利用している期間中でも、利用を中止することができます。その場合、

既に実施されたサービスに係る利用料金はお支払いいただきます。 
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１０ 苦情等申立先 

本人もしくは家族か

らの苦情等の申立に

対する窓口 

窓口担当者 生活相談員 西川克幸 

受付時間  原則として月曜日から金曜日 

ご利用時間 ８：１５～１７：４５ 

土・日曜日も対応します 

受付方法  電話（０９６８）６８－０１７６ 

      FAX（０９６８）６８－７３５５ 

      来園時・・相談室又は談話室等（意見箱） 

（責任者） 施設長  鴻 江 圭 子 

 

＜施設外の窓口＞ 

各市町村介護保険担当課 利用者の保険者である市町村窓口 

熊本県国民健康保険団体連合会 熊本市東区健軍 2 丁目 4-10             

Tel０９６－３６５―０８１１ 

FAX０９６－３６５－４１８８ 

熊本県社会福祉協議会 

（熊本県福祉サービス運営適正化委員会） 

熊 本 市 中 央 区 南 千 反 畑 町 ３ － ７             

Tel０９６－３２４－５４７１ 

FAX０９６－３５５－５４４０ 

第３者委員 

坂井 康温  Tel0968－64－3004 

井口 美幸 Tel0968－64－0054 

 

 

増永新西区 9班 2 

東屋形 2丁目 2-16 

 

１１ 守秘義務 

（１） 事業者、サービス事業者は、介護福祉施設サービスを提供する上で知り得た利用者また

はその家族に関する事項を正当な理由なく第 3 者に漏洩しません。この守秘義務は契約

が終了した後も継続します。（従事者が退職した後も同様） 

（２） 事業者は利用者に医療上緊急の必要性がある場合には、医療機関に利用に関する心身等

の情報を提供できるものとします。 

 

１２ 緊急時の対応 

（１）事故発生時の対応 

 利用者に対する指定短期入所生活介護サービスの提供により事故が発生した場合は、速やか 

に利用者の家族等に連絡するとともに、市町村（保険者）にも連絡し措置を講じるものとす 

る。（※県介護保険課及び地域振興局にも連絡） 

 また、利用者に対する指定短期入所生活介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生し 

た場合は、損害賠償を速やかに行うものとする。 
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（２）非常災害時の対応 

 消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害対処計画に基づき、 

また、消防法第８条に規定する防火管理者を設置して非常災害対策を行うものとする。 

隣接する新生翠病院と連携をとり、消防署との防災協力関係を密接に行うとともに地域住民 

との応援・協力体制及び啓発活動を行います。 

別途定める「特別養護老人ホーム白寿園消防計画」に添って年 2 回以上、総合消防訓練や初

期消火訓練、避難訓練を利用者の方も参加し実施を行います。 

 

設備名称 個数等 設備名称 個数等 

スプリンクラー あり 防火扉 5 箇所 

消火用散水栓 14 箇所 自動火災報知機 あり 

非常通報装置 あり 非常用電源・誘導灯 あり 

消火器 あり 避難滑り台、救助袋 あり 

 

１３ 業務継続計画の取り組み及び高齢者虐待防止・身体的拘束等の適正化の推進について 

（１） 業務継続計画の取り組み  

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体

制を構築するため、業務 継続に向けた計画の策定し、研修及び訓練を定期的に行いま

す。 

（２） 高齢者虐待防止の推進について 

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、虐待の発生又はその再発

を防止するための措置を講じます（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の

開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定める）。 

（３） 身体的拘束等の適正化を図るため、以下の措置を講じます。 

・ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録する。 

・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図る。 

・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

・ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

する。 

 

１４ 当施設ご利用の際に留意いただく事項Ⅰ 

来訪・面会 来訪者は、面会時間を遵守し、その都度面会名簿にご記入ください。  

面会時間 ８：００ ～ ２０：００（原則として） 

外出・外泊 外泊・外出の際には必ず行き先と帰宅時間を職員に申出てください。 
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医療機関への受診 利用中に医療機関への受診が必要な場合は、原則としてご家族での対

応となります。ただし、緊急を要する事態での対応は当施設にて配慮

致します。救急搬送（救急車）に職員が同行した場合、帰園時のタク

シー代を請求させて頂きます。 

居室・設備・器具の利

用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法にしたがってご利用下さい。

これに反したご利用により破損等が生じた場合、賠償していただくこ

とがございます。 

現金・貴重品 現金・貴重品の持ち込みは原則禁止とさせていただきます。 

各自で充分留意して持参の判断をお願いいたします。紛失物等の損害

に対して当施設では責任を負いかねますのでご了承ください。 

その他、補聴器・眼鏡・義歯等において自己管理される場合において

の紛失・故障・破損につきしては自己責任となります。 

喫煙・飲酒 喫煙は決められた場所以外ではお断りします。飲酒は決められた時

間、場所以外にはお断りします。 

迷惑行為等 騒音等他の入所者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、むやみ

に他の入所者の居室等に立ち入らないようにしてください。 

また、利用者・職員に対してケガ等を負わせた場合は、その治療にか

かった費用については、お支払い頂くことになります。 

他 者 へ の 脅威、新

興宗教団体、政治団体

等 

特定団体（宗教団体、政治団体）及びその他事業者やサービス従業者

または他の利用者に対して、脅威を与える恐れのある個人、団体との

交際、関係が明らかになった場合及び脅威を与えた場合は退所してい

ただくことがあります。また、活動についても一切ご遠慮ください。 

所持品の管理 基本的には本人の管理となりますが、対応困難な方には施設にて対応

します。所持品には氏名の記入をお願いします。洗濯は当施設にて行

いますので施設での洗濯が困難な衣類の持ちこみはご遠慮下さい。 

現金等の管理 原則として預かりませんが、入所時にご相談に応じます。 

動物飼育 施設内へのペットの持ち込みおよび飼育はお断りします。 

 

１５ 福祉サービス第三者評価実施状況 

項  目 内  容 

（1）実施の有無 有  ・  無 

（2）実施年月日（直近実施日） 令和  年  月  日 

（3）実施した評価機関  

（4）評価結果の開示状況  
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指定短期入所生活介護サービスの提供開始に際し、本書面の内容に基づき重要事項の 

説明を行いました。 

 

令和  年  月  日 

           事業者  住 所  熊本県荒尾市一部字鴻巣 2122 

                事業所  社会福祉法人  杏風会 

                      白寿園短期入所事業所 

                管理者  鴻 江 圭 子     印  

 

説明者  職名（           ） 

 

氏名               印 

 

           上記重要事項の説明を受けたことを確認します。 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定短期入所生活介護サービスの

提供開始に同意しました。また、私及び契約者、家族等に関する個人情報を別に定める【社会

福祉法人 白寿園 個人情報利用目的】の必要最低限の範囲内で利用、提供、または収集する

ことについても同意しました。 

 

利用者（契約者）       

住所 〒  

                                      

氏名                         印 

 

 

代理人（家族代表者） 

  住所 〒  

                                     

氏名                         印 

 

 

この重要事項説明書は、厚生省令第３７号（平成１１年３月３１日）第１２５条の規定に基づ

き、利用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 

重要事項説明書は、御利用者用と施設用と 2 通作成し、各々保持します。 

 


